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守口市門真市消防組合では、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（以下「女性活躍推進法」という。）第 19条及び次世代育成支援対

策推進法（以下「次世代法」という。）第 19条に基づき、令和３年度から

令和７年度までの５年間を計画期間とする「守口市門真市消防組合特定事 

業主行動計画」を策定しました。 

この計画期間においては、職員が職業生活と家庭生活を両立でき、男女

ともに誰もが活躍できる職場環境の構築に向けて、女性職員の消防ポスタ

ーの作成や、女性向け消防職業説明会の実施のほか、全職員に対する各種 

休暇、休業制度の周知等に取り組んできたところです。 

これらの取組により、計画で目標を掲げたもののうち、「女性管理職登

用率」及び「上限時間外勤務」及び「平均休暇取得日数」において目標数 

値を達成することができました。 

一方で、「女性職員の割合」、「採用試験の受験者に占める女性の割合」

及び「男性の配偶者出産休暇及び育児休業取得率」については、計画に掲

げた目標を下回っていることから、新たな女性職員の確保や男性職員の 

育児参加において課題が残りました。 

今般、女性活躍推進法及び次世代法の両法が改正され、同法の有効期限

が延長されたことから、この間の社会情勢の変化や前計画での課題及び職

員ニーズ等も踏まえながら、新たに令和８年５月１日から令和 13 年３月

31日までの約５年間を計画期間とする特定事業主行動計画を策定し、全て 

の職員が笑顔でいきいきと働ける職場づくりを目指して推進していきま 

す。 

～ は じ め に ～ 



Ⅰ 計画期間及び実施期間 

本計画の期間は、令和８年５月１日から令和 13年３月 31日までとし、社会情勢の

変化等に対応するため、必要に応じて見直しすることとします。また、本計画に定め

る取組の実施時期は、特段の記載がない限り、本計画の期間と同期間とします。 

 

Ⅱ 計画の推進体制 

本計画に掲げる女性活躍推進及び次世代育成推進を実効性のあるものとするため、

次のとおり推進体制を整備します。 

 

１ 計画の策定、評価及び見直しのための体制の整備  

  組織全体で本計画を推進するため、総務課（人事教養係）が中心となり、職員の声

を取り入れていきながら、本計画の策定や変更等についての協議を行うこととしま

す。 

 

２ 職員に対する研修・情報提供等  

  本計画を推進するための研修の実施や外部研修への参加を促し、知識を深めると

ともに、制度に関する啓発資料を配布するなど、職員への積極的な情報提供を行うも

のとします。 

 

３ 職員からの相談への対応  

  本計画を着実に推進するため、総務課（人事教養係）内に相談窓口を設置し、女性

の活躍推進や仕事と子育ての両立等についての相談体制の充実を図ります。 

 

  



Ⅲ 現況の把握、分析、目標及び取組内容 

本計画を推進するために重要となる項目について、それぞれの現況を把握し、課題分

析を行いました。この結果により、次のとおり必要に応じて目標を設定し、目標達成等

に向けた取組を行うこととします。 

 

１ 女性職員の増加 

≪現況把握・課題分析≫ 

本消防組合における女性職員数は、令和７年４月１日時点で５名であり、全職員に占

める割合は 1.4％と低い状況にあり、前計画で掲げる目標の５％を達成できていない状

況です。 

 また、職員採用試験に係る女性受験者についても、受験者数及び受験者に占める女性

の割合は年々増加傾向とはなっているものの、前計画に掲げる目標の 10％を達成でき

ていない状況です。 

 消防職は、体力的に厳しい業務であるというイメージや、女性職員が少ない職場環境

に対する不安などにより、女性が志望しにくい状況があると考えます。 

 このため、女性職員の活躍状況の発信や職場環境の整備を進め、女性が安心して働く

ことができる職場であることを積極的に周知していく必要があります。 

 

 目 標  

 ※ 採用者に占める女性の比率を 10％以上とし、国の水準である女性職員数５％に 

近づけるよう努めます。 

 

＜全職員に占める女性職員の割合＞

割合 割合 割合

職員数 330名 339名 347名

 うち女性職員数 5名 1.5% 5名 1.5% 5名 1.4%

※4月1日時点

＜採用試験受験者に占める女性の割合＞

割合 割合 割合

受験者数 65名 80名 187名

 うち女性受験者数 2名 3.1% 3名 3.8% 8名 4.3%

採用者数 13名 18名 15名

 うち女性採用者数 0名 0% 1名 5.6% 1名 6.7%

令和７年度
（R8.4.1採用）

令和７年度

令和５年度
（R6.4.1採用）

令和６年度
（R7.4.1採用）

令和５年度 令和６年度



【目標達成等に向けた取組】 

〇 インスタグラム等の各種ＳＮＳや消防広報に係るポスター等に女性職員を起用す

るほか、就職説明会や各種イベント等において女性職員による広報活動を行うこと

で、女性職員の認知度をさらに高め、女性の消防への関心を高めます。 

 

〇 消防を自らの職業としての選択肢に含める女性を増やすため、高校生、専門学生、

大学生等の女性への広報活動は継続しつつ、より早い時期から消防の業務を認知し

てもらう観点から、小・中学生といった若年層やその保護者に対しても、その取組を

実施します。 

  

〇 女性職員の採用を拡大させるためには新卒採用者のみならず、他機関や民間企業

からの転職希望者や、消防への復職希望者の確保等も重要となることから、採用試験

における年齢要件の緩和や経験者採用区分の設定等、多様な人材が応募しやすい制

度の導入を検討します。 

 

２ 女性管理職員の登用率の向上 

≪現況把握・課題分析≫ 

 

 

 

 

管理職員に占める女性の割合を見ると、女性職員５名のうち２名が管理職であり、女

性職員の人数自体が少ないため、管理職への登用割合も低い状況となっています。 

 現在、非管理職である女性職員３名のうち２名は勤続 10年未満であり、また、今後

女性職員の採用を増やす取組を進めていく中で、それらの職員が将来にわたって働き

続けられる環境を整備することに加え、意欲、能力及び適正を有する女性職員が管理職

として活躍できるよう、人材育成や能力開発を推進するほか、キャリア形成における

様々な不安要素を払拭するための支援を行っていく必要があります。 

 

【目標達成等に向けた取組】 

〇 ロールモデルやキャリアパスイメージの提示のほか、キャリア形成に関する研修

の実施や外部研修への派遣等により、女性職員の昇進意欲やモチベーションを高め

ます。 

 

〇 女性職員一人ひとりとコミュニケーションをとりながら、それぞれの意欲と能力

に応じた人材育成や職域拡大に取り組んでいきます。 

＜令和７年４月１日時点の管理職に占める女性の割合＞

管理職員数 うち女性職員数 女性割合

87人 2人 2.3%



３ 育児と仕事の両立支援 

≪現況把握・課題分析≫ 

 

 

配偶者出産休暇は職員に広く周知されており、取得率は比較的高水準で推移してい

ますが、前計画で掲げる目標の 100％を達成できていない状況です。 

 育児休業については、女性職員の該当年度の取得率は 100％であり、目標達成となり

ましたが、男性職員の取得率は令和５年度以降増加しているものの、前計画に掲げる 

目標の 30％をわずかに下回る状況となっています。 

 男性が積極的に育児や家事に関わることは、共働き・共育てを定着させていくための

第一歩となり、「男性の育休は当たり前」になる職場環境の整備に取り組む必要があり

ます。 

 

 目 標  

 ※ 男性職員の配偶者出産休暇の取得率を 100％とします。 

 ※ 育児休業の取得率を女性職員は 100％を維持し、男性職員は 85％とします。 

 

【目標達成等に向けた取組】 

〇 所属長は、男性職員の配偶者の出産に際して、計画的に休暇を取得するよう促すと

ともに、気兼ねなく休暇を取得できるような職場の雰囲気づくりに努めます。なお、

配偶者出産休暇及び育児休業を取得しない職員へは、その理由について聞取りを行

い、総務課（人事教養係）へ報告します。 

＜男性職員の配偶者出産休暇＞

令和４年度 令和５年度 令和６年度

対　象　者　数 35名 39名 34名

取　得　者　数 34名 33名 32名

取　得　率 97.1% 84.6% 94.1%

＜男女別の育児休業取得率＞

項目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

対象者数 1名 － －

取得者数 1名 － －

取得率 100% － －

対象者数 58名 55名 34名

取得者数 0名 7名 10名

取得率 0% 12.7% 29.4%

男性職員

女性職員



〇 日頃から育児休業や部分休業等の各種制度の周知を図るとともに、本人又は配偶

者の妊娠・出産等の申出のあった職員に対し、必要に応じて個別に情報提供するな

ど、職員の育児休業等の取得に係る意識の醸成を図ります。 

 

〇 育児休業や部分休業等を取得することで「職場に迷惑をかける」といった職員の気

兼ねをなくし、職員が安心して休暇を取得できるよう、必要に応じて代替要員の配置

や毎日勤務への配置替え等について考慮します。 

 

〇 育児休業中の職員に、本人の意向に応じて職場に関する情報を定期的に提供する

ほか、復帰に向けた面談や研修等の実施などにより、円滑な職場復帰に向けたサポー

トを行います。 

 

４ 時間外勤務の縮減 

≪現況把握・課題分析≫

 

＜職員1人当たりの月ごとの時間外勤務時間＞

全体

月平均時間外
勤務時間

月平均時間外
勤務時間

上限超過
人数

月平均時間外
勤務時間

上限超過
人数

４月 4.6時間 4.6時間 0人 0時間 0人

５月 3時間 3時間 0人 0時間 0人

６月 2.9時間 2.9時間 0人 0時間 0人

７月 3.3時間 3.3時間 0人 0時間 0人

８月 2.3時間 2.3時間 0人 0時間 0人

９月 2.9時間 2.9時間 0人 0時間 0人

１０月 4.7時間 4.7時間 0人 0時間 0人

１１月 3.3時間 3.3時間 0人 0時間 0人

１２月 3.8時間 3.8時間 0人 0時間 0人

１月 2.9時間 2.9時間 0人 0時間 0人

２月 4.2時間 4.2時間 0人 0時間 0人

３月 8.8時間 8.8時間 0人 0時間 0人

年間 3.8時間 3.8時間 0人 0時間 0人

※上限超過人数とは、１月当たり45時間（年間360時間）以上の超過勤務を命じられた職員数
　のことをいう。
※交代制勤務の超過勤務時間は災害現場等を除く（事務関係のみ）。

令和６年度
毎日勤務 交代制勤務



令和６年度の時間外勤務の実績においては、全ての職員が守口市門真市消防組合消

防職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例施行規則に定める「年間 360 時間以

内かつ月 45時間以内」であり、前計画に掲げる目標を達成している状況です。 

夫婦が協力して仕事と子育てを両立させ、子どもの誕生と健やかな成長を図るとと

もに、職員の心身の健康保持や公務能率の向上の観点からも、組織全体で時間外勤務

の更なる縮減に取り組む必要があります。 

 

 目 標  

 ※ 年間の月平均時間外勤務時間数を前年度比減とします。 

 

 

【目標達成等に向けた取組】 

〇 経常的業務の事務処理について、簡素合理化を図り、仕事の効率化を進めます。 

 

〇 所属長は、日頃から所属全体の業務の進捗状況や各職員の時間外勤務の状況を把

握し、特定の職員に業務が偏らないよう、随時、業務分担の見直し等を行うほか、所

属での業務繁忙時に必要に応じて所属の垣根を超えた応援体制をとるなど、職員の

負担軽減のための事務量の平準化に努めます。 

 

〇 毎日勤務者に対して実施する毎週水曜日の「ノー残業デー」を徹底します。 

 

〇 人事評価の目標に、時間外勤務の縮減に係る内容を盛り込むことを検討させ、当該

目標に対する取組状況を適切に評価することで時間管理意識を高めます。 

 

５ 休暇取得の促進 

≪現況把握・課題分析≫ 

＜職員の年次有給休暇取得状況＞    

令和６年度 職員数 総付与日数 総取得日数 平均取得日数 

毎日勤務者 66 名 2,612 日 936 日 14.１日 

交替制勤務者 271 名 10,188 日 4,117 日 15.１日 

全体 337 名 12,800 日 5,053 日 14.９日 

※再任用職員を除く。     

 

令和６年度の年次有給休暇平均取得日数について、毎日勤務者は 14.1日、交代制勤

務者は 15.1日、全職員においては 14.9日であり、前計画で掲げる目標の 13日以上を



達成している状況です。 

時間外勤務の縮減とともに年次有給休暇を積極的に取得することは、心身ともに健

康で充実した時間が確保できるため、子育て中の職員だけでなく、全ての職員がワー

ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現を図る上で非常に重要となります。

職員の年次有給休暇取得を促進するため、職員の意識改革及び休暇を取得しやすい職

場環境づくりに取り組む必要があります。 

 

 目 標  

 ※ 年次有給休暇取得日数が職員によって多い少ないなどの偏りがでないように 

全ての職員が年間 14日以上の年次有給休暇取得とします。 

 

 

【目標達成等に向けた取組】 

〇 管理職員は、部下職員の休暇の取得状況を把握し偏りがでないように、計画的な年

次有給休暇の取得促進に努めます。 

 

〇 職員及びその家族の誕生日などの記念日や子どもの学校行事など、家族とのふれ

あいのための年次有給休暇の取得促進を図ります。 

 

〇 週休日や祝日、夏季休暇等と組み合わせて年次有給休暇を取得するなど、連続休暇

の取得促進を図ります。 

 

６ その他の取組 

⑴ ハラスメント対策 

  ハラスメントは、個人の尊厳と人格を侵害する決して許されない行為であり、被害

者を深く傷つけるだけでなく、職場環境を悪化させ、業務の円滑な遂行に支障をきた

します。 

本消防組合において、ハラスメントの防止及び排除を目的に平成 29年に策定した

指針「ハラスメントの防止に向けて（令和３年８月一部改正）」について、その内容

を全ての職員にしっかりと浸透させるほか、ハラスメントに関する研修の実施など

により、組織全体でハラスメント対策に積極的に取り組むことで、職員が生き生きと

仕事を行い、その能力を十分に発揮できるような風通しの良い職場づくりを推進し

ていきます。 

 

⑵ 不妊治療を受けやすい職場環境の醸成 

  仕事をしながら不妊治療を行うことは、通院回数の多さ、精神面での負担の大き



さ、仕事と通院の日程調整の難しさなどにより、その両立に困難を感じている実態が

あります。 

職員が働きながら気兼ねなく不妊治療を受けられるよう、全職員への不妊治療に

ついての周知啓発や相談体制の強化のほか、管理職員を中心とした出生サポート休

暇等の休暇が取得しやすい職場環境づくりなどに努めます。 

 

⑶ 働き方改革の推進 

  職員一人ひとりが仕事と家庭生活を両立できるよう、柔軟な働き方（週休日の振

替、時差出勤、テレワーク等）の推進を図るとともに、各種制度の周知及び取得促進

に努めます。 


